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 日本共産党野洲市委員会 

２００７年１１月１１日 №１３２ 

市会議員 小菅六雄 (電話）589-4971 （FAX）589-6184 
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 野洲市が産業経済省から１０月２９日、「企業立地法」に

基づく計画認定を受けました。これにより市は、市内の野洲

駅北口周辺と篠原駅周辺地域にＩＴ企業を集積し、企業誘

致をします。 

 雇用創出や税収増でまちの発展につながると鳴り物入り

で推進されようとしていますが、これまでの企業誘致の功

罪のうえに立ち、野洲市のまちづくりのあり方の検証と市民

的議論が必要です。 

退
に
つ
い
て
、
社
会
的
責
任
を
果
た
せ

さ
せ
る
た
め
の
「
歯
止
め
」
措
置
の
規

定
は
あ
り
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
企
業
の

意
思
と
論
理
が
優
先
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。 

    

企
業
立
地
で
、
「
ま
ち
の
活
性
化
を

図
る
」
と
い
う
な
ら
、
安
定
雇
用
、
正

規
雇
用
が
必
要
で
す
。
し
か
し
、
「
企

業
立
地
促
進
法
」
に
は
、
こ
の
よ
う
な

目
標
・
規
定
は
定
め
ら
れ
て
い
ま
せ

ん
。
野
洲
市
の
計
画
で
も
、
「
新
た
な

雇
用
は
５
０
０
０
人
」
と
い
い
ま
す
が
、

安
定
雇
用
を
規
定
し
て
い
ま
せ
ん
。
い

く
ら
雇
用
が
拡
大
す
る
と
い
っ
て
も
、

請
負
や
派
遣
な
ど
非
正
規
社
員
が
基

本
と
な
れ
ば
、
地
域
経
済
の
活
性

化
、
市
民
の
暮
し
向
上
に
つ
な
が
ら
な

い
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。 

 

事
実
、
デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ
生
産
拠
点

の
キ
ヤ
ノ
ン
安
岐
事
業
所
（
大
分
県
旧

安
岐
町
＝
現
国
東
市
）
で
は
、
従
業

員
２
９
０
０
名
の
内
、
２
０
０
０
人
が

非
正
規
、
派
遣
、
請
負
で
す
。
そ
の
結

果
、
契
約
期
間
の
短
い
人
々
は
安
岐

町
に
定
住
せ
ず
、
人
口
は
１
０
０
７
９

人
（
２
０
０
０
年
）
か
ら
９
７
７
４
人
（
２

０
０
６
年
）
に
減
少
。
こ
の
よ
う
に
、
不

安
定
雇
用
は
、
税
収
が
伸
び
ず
、
ひ
い

て
は
地
域
経
済
の
低
迷
に
つ
な
が
り

か
ね
ま
せ
ん
。 

ま
た
、
Ｉ
Ｔ
企
業
で
懸
念
さ
れ
る
地

下
水
・
土
壌
汚
染
の
危
険
や
地
下
水

の
大
量
使
用
な
ど
の
検
討
課
題
も
あ

り
ま
す
。  

今
回
の
「
企
業
立
地
促
進
法
」
に
基

づ
く
計
画
は
、
将
来
の
ま
ち
づ
く
り
や

市
財
政
、
市
民
の
く
ら
し
に
と
っ
て
大

事
な
問
題
で
す
。
市
民
本
位
の
慎
重

な
検
証
と
市
民
的
な
議
論
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。 

 

条
例
」
を
制
定
し
推
進
さ
れ
て
い
ま

す
。
野
洲
市
で
も
、
「
工
業
振
興
条

例
」
を
制
定
し
企
業
へ
補
助
を
行
っ
て

い
ま
す
が
、
平
成
１７
年
度
と
１８
年
度

で
、
２
億
７
０
０
０
万
円
を
補
助
。
今

後
、
平
成
１９
年
度
分
を
含
め
、
新
た

に
１１
億
８
７
０
０
万
円
の
補
助
金
支

出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
し
か
し
、
税

収
や
雇
用
効
果
が
不
透
明
で
あ
り
、

な
お
か
つ
、
財
政
能
力
を
超
え
る
補

助
金
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
「
市

工
業
振
興
条
例
」
は
廃
止
（
来
年
３
月

末
）
さ
れ
ま
す
。 

 

野
洲
市
で
は
多
額
の
法
人
税
を
納

め
て
い
た
Ｉ
Ｂ
Ｍ
が
撤
退
。
村
田
製
作

所
も
、
国
の
「
大
企
業
優
遇
税
制
」
の

「
外
国
税
額
控
除
」
に
よ
り
市
へ
の
法

人
税
納
付
が
極
め
て
不
安
定
と
な
っ

て
い
ま
す
。
市
全
体
で
も
近
年
、
法
人

税
収
入
は
落
ち
込
ん
で
い
ま
す
。
こ
の

よ
う
に
企
業
誘
致
に
頼
る
市
財
政
は

不
安
定
な
財
政
運
営
を
生
み
出
し
ま

す
。
と
り
わ
け
、
Ｉ
Ｔ
企
業
に
片
寄
る

今
回
の
計
画
で
は
な
お
さ
ら
で
す
。 

 

今
回
の
「
企
業
立
地
促
進
法
」
で

は
、
進
出
企
業
に
特
別
の
優
遇
措
置

や
支
援
策
を
行
う
と
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
優
遇
を
受
け
た
企
業
の
撤

 

地
方
自
治
体
が
推
進
す
る
「
企
業

立
地
（
誘
致
）
の
支
援
を
行
う
」
と
し

て
今
年
６
月
、
「
企
業
立
地
促
進
法
」

が
制
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
法
律
に
基

づ
き
１０
月
２９
日
、
野
洲
市
が
国
か

ら
「
計
画
認
定
」
を
受
け
ま
し
た
。 

    

認
定
を
受
け
た
野
洲
市
の
計
画
で

は
、
オ
ム
ロ
ン
や
京
セ
ラ
が
あ
る
野
洲

駅
北
口
周
辺
の
４５
㌶
と
村
田
製
作

所
の
あ
る
篠
原
駅
周
辺
１１０
㌶
の
合
計

１５５
㌶
の
２
地
域
に
、
Ｉ
Ｔ
関
連
企
業

の
集
積
を
図
り
、
２
０
１
２
年
ま
で
に

５
社
を
集
積
・
誘
致
す
る
と
い
う
も
の

で
す
。 

    

こ
れ
ま
で
全
国
的
に
多
く
の
自
治

体
で
、
開
発
優
先
の
行
政
が
推
進
さ

れ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
際
た
る
も
の
が

企
業
誘
致
で
す
。
企
業
誘
致
で
「
雇

用
も
税
収
も
拡
大
す
る
」
と
の
論
理

で
す
。 

 

そ
の
た
め
、
自
治
体
間
で
誘
致
合
戦

が
行
わ
れ
、
誘
致
企
業
へ
の
「
補
助
金

 

 

 
◆集積地域 
 ①野洲駅北口周辺        ４５ｈａ 
 ②篠原駅周辺         １１０ｈａ  
◆集積指定業種 
 電子デバイスを中心とする「ＩＴ関連」産業
中分類２６、２７、２８、２９、３１の製造業  

◆数値目標 
 ①集積事業件数５件、出荷額の増加額 ７４億円
②新規雇用数         ５０００人  

◆実施する事業 
 ①市三宅地先の農地       ２１ｈａ 
 ②小南・入町・大篠原地先の農地 ８２ｈａ 
◆他の計画との調和 
 ①野洲市総合計画 
 ②国土利用計画 
 ③都市計画マスタープラン 
 ④農業振興地域整備計画 
 ⑤大津湖南都市計画 
 ⑥環境基本計画  
◆計画期間 平成１９年１０月～２５年３月 
 


